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計量分析を専門とする大塚芳宏・東北学院大学教授が一手に

担ってきた。論考において景気後退確率の推計方法について

解説した後、2019年4月に公表したその検証において、2018

年5～6月にかけて景気後退確率が50％を超えたことを示し

ている（政策データウォッチ（9））。政府の認定より1年以上も早

いタイミングである。その後も、大塚氏は、大量のデータ（大

規模データ）を利用した景気判断の是非などについて論考を通

じて発信を続けている。

本研究会初年度の2018年度は、厚生労働省の毎月勤労統

計調査をめぐる不正問題も発生した。本来、500人以上の規

模の事業所において全数調査しなければならず、対外的にも

そう表明しているのに、こっそり標本調査に切り替え、かつ、

その統計処理も正しく行われていなかったという問題であ

る。賃金などの実績値が過去にさかのぼって訂正され、政府

統計に対する信頼が失われかねない事態に陥った。これに対

し、本研究会のメンバーであり、日本銀行において物価統計

作成の経験もある平田英明・法政大学教授が、経済統計作成

の現場の視点から論考を発信した（政策データウォッチ（6））。こ

の論考をきっかけに、平田氏と飯塚が「統計不正問題と再発

防止を考える」緊急記者懇談会を東京財団政策研究所におい

て2019年2月28日に開催することになった。同年3月14日に

は日本記者クラブでも同様のテーマのセミナーを開催した。

本研究会において統計改革もカバーする必要に迫られたこ

とから、2019年4月からは、政府の総務省統計委員会担当室

長の経験もある山澤成康・跡見学園女子大学教授もメンバー

に加わり、現在の体制となった。山澤氏は、拡大するシェア

リングエコノミーをいかに経済統計に反映するかなど経済統

計改革の課題を発信している（政策データウォッチ（11））。

本研究会2年目の2019年は、10月の10％への引き上げを控

え、“消費税イヤー”となった。本研究会でも、「消費税ウォッ

チ」と銘打って、複数の論考を発表した。例えば、小巻氏は消

データウォッチ（35））。大塚氏は、コロナ禍の影響が各地域にどの

ように広がっていったかを、まだデータが少ない段階において

計量分析の手法を用いて明らかにした（政策データウォッチ（31））。

山澤氏は、政府統計、民間統計など様々なデータを駆使して、

コロナ禍で進む、新しい生活様式を確認した（政策データウォッ

チ（32））。

2020年9月には、戦後最長となった安倍晋三政権が終了。

安倍政権において導入され、菅義偉・現首相が総務大臣時代

に導入したふるさと納税の功罪について、平田氏は様々な観

点から分析した（政策データウォッチ（24））。また、飯塚は、安倍

政権スタート時に打ち出された第2の矢である財政政策につ

いて、予算と決算のズレなどに注目して検証した（政策データ

ウォッチ（33））。

以上、本研究会の3年間を振り返ってみると、様々な時代

の変化にデータで切り込んでいったことが改めて確認できた。

以下の一覧表で示したように、上記で紹介した以外にも幅広

いテーマに取り組んできたと自負している。本REVIEWでは、

研究会メンバーが特に注目しているテーマについて論考をま

とめている。ご高覧いただければ幸いである。

費税増税の延期判断の是非について、リアルタイムデータの

意義を踏まえた検証を行っている（政策データウォッチ（12））。ま

た、消費税の影響をいち早くとらえるには、政府統計だけで

は限界がある。そこで、株式会社ナウキャストが提供する「日

経CPINow」データベースを導入し、飯塚は、従来の消費税率

引き上げ局面との違いなどについて、論考で逐次報告した（政

策データウォッチ（17）、（19）、（21））。

2020年度から「経済データ活用研究会」に

本研究会がカバーする内容が広がりを見せる中、3年目の

2020年から研究会の名称を現在の「経済データ活用研究会」

に変更した。それと相前後して発生し、現在もなお、日本お

よび世界経済の重荷となっているのがコロナウイルスである。

本研究会においてもコロナ禍関連の発信が増えている。小

巻氏は、1918年のスペイン風邪までさかのぼり、感染症対策

の効果に関する定量的分析の課題について発信した（政策デー

タウォッチ（30））。また、Go Toトラベルなどの緊急経済対策の効

果について、欧州の先行事例などを用いて分析している（政策

2018年4月に本研究会が始まった際の名称は、「リアルタイ

ムデータ等研究会」であった。リアルタイムデータとは、「政

策など意思決定した時点で利用可能な情報」である（政策デー

タウォッチ（2））。国内総生産（GDP）、鉱工業生産など各種の経

済データは事後的に改定される。例えば、消費税率が10％に

引き上げられた2019年10～12月期の実質GDP成長率は、公

表当初（1次速報）ではマイナス1.6％であったが、本稿執筆時

点（2020年7～9月期2次速報）はマイナス1.9％である。プラスマ

イナスの符号が変わることも珍しくない。

リアルタイムデータは、公表時点ごとに経済データを整

理することで、過去に行われた政策決定の是非などを分析

できるようにしたものである。海外では中央銀行などで整備

が進められているが、日本においては継続的・組織的な整備

が行われていなかった。そこで、本研究会では、GDP、鉱工

業生産、第3次産業活動指数のリアルタイムデータを整備し、

ホームページで公開するとともに、日本におけるリアルタイ

ムデータ研究の第一人者である小巻泰之・大阪経済大学教授

のデータベースへのリンクも提供している。小巻氏は本研究

会メンバーでもあり、リアルタイムデータの意義、活用事例

に関連した論考も多く執筆している。

景気の転換点をいち早く判断

本研究会がスタートした2018年は、日本の景気が転換点に

近づいた時期でもあった。内閣府は2020年7月30日の景気動

向指数研究会において、2018年10月が景気の転換点（景気の

山）であり、その後は景気後退局面であるとようやく認定した

が、それまで政府は景気拡大が戦後最長になったとアピール

していた。

こうした中で、本研究会の発足当初のもう一つの課題は景

気の転換点をいち早く判断することであった。このタスクは、
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経済データ活用研究会の
3年間を振り返って

政策データウォッチ　
一覧

1. 小巻泰之「消費税引上げで再び経済は悪化するのか～リアルタイム分析と認知ラグの影響」2018年12月12日
2. 小巻泰之「リアルタイムデータとEBPM」2018年12月12日
3. 大塚芳宏「景気後退確率を推計する～小規模データによる景気指標の構築（上）」2018年12月25日
4. 平田英明「「グローバル化の下で世界経済の連動性は高まっている」と言えるか」2019年1月17日
5. 飯塚信夫「訪日外国人関連統計を考える～政策目標にできる精度なのか」2019年1月29日
6. 平田英明「毎月勤労統計調査問題についての経済統計メーカーの視点～統計、複数の目で点検を」2019年2月19日
7. 大塚芳宏「景気後退確率を推計する～小規模データによる景気指標の構築（下）」2019年3月5日
8. 小巻泰之「消費税率変更の影響はなぜ日本で大きくなるのか～欧州諸国との比較（上）」2019年3月26日
9. 大塚芳宏「景気後退確率の推計方法の検証」2019年4月16日
10. 飯塚信夫「労働分配率は低下しているのか－税務統計との比較による検討（上）」2019年5月23日
11. 山澤成康「シェアリングエコノミーと統計改革」2019年6月11日
12. 小巻泰之「【消費税ウォッチ】消費税増税の延期判断とEBPM」2019年6月25日
13. 平田英明「世界の株式市場はなぜ連鎖するのか」2019年7月17日
14. 大塚芳宏「大規模データによる景気判断」2019年8月6日
15. 飯塚信夫「労働分配率は低下しているのか－税務統計との比較による検討（下）」2019年8月27日
16. 平田英明「低金利下でいかに利ざやを稼ぐか―即時データは万能か―」2019年10月8日
17. 飯塚信夫「【消費税ウォッチ】駆け込み消費、前回との違いは？」2019年10月9日
18. 小巻泰之「【消費税ウォッチ】消費税率引上げ後の経済を読み解くために考えるべきことは何か」2019年10月29日
19. 飯塚信夫「【消費税ウォッチ】消費税率引き上げ1ヵ月、前回との反動減の違いは？」2019年11月11日
20. 山澤成康「GDP統計の発表は早ければよいのか」2019年12月10日
21. 飯塚信夫「【消費税ウォッチ】消費税率引き上げ2ヵ月、消費は持ち直しているか？」2019年12月11日
22. 大塚芳宏「景気に先行する指標の利活用」2020年1月14日
23. 飯塚信夫「楽観バイアス強まる政府経済見通し」2020年1月28日
24. 平田英明「ふるさと納税の功罪―非効率な制度設計の「被害者」は誰か―」2020年2月25日
25. 小巻泰之「精度向上を重視すれば四半期GDP成長率のブレは大きくなる～GDPの信頼性に関する報道から～」2020年3月10日
26. 大塚芳宏「日銀短観からみた日本の景況感」2020年3月30日
27. 山澤成康「遅れる政府の景気判断－月例経済報告の研究―」2020年4月14日
28. 飯塚信夫「1～3月期の実質GDP成長率～コロナ禍の影響をどれだけ織り込めているのか？～」2020年6月2日
29. 平田英明「地域別支出総合指数（RDEI）からみた日本経済」2020年6月30日
30. 小巻泰之「今こそエビデンスに基づくソーシャルディスタンスの検討を～感染症対策の効果に関する定量的分析の必要性～」2020年7月21日
31. 大塚芳宏「コロナ禍と地域の景況感」2020年7月29日
32. 山澤成康「新型コロナウイルス感染拡大下でテレワーク、オンライン化が進む」2020年8月24日
33. 飯塚信夫「「第2の矢」は放たれていたのか？－財政データに見る「アベノミクス」」2020年9月16日
34. 平田英明「オルタナティブ・データは万能か？」2020年10月28日
35. 小巻泰之「Covid-19による経済悪化への緊急支援策の効果：～欧州・付加価値税引下げ、イギリス・Eat Out to Help Out、Go Toトラベル～」2020年11

月27日
36. 大塚芳宏「景気の現状と転換点の検証」2020年12月10日

経済データ活用研究会は、東京財団が東京財団政策研究所に改組されたことを機に、2018年4月に始まった。
近年、重要性が高まっている、EBPM（Evidence Based Policy Making、証拠に基づく政策立案）に資する研究を
行うことが目的であった。研究会の成果を研究所の論考（政策データウォッチ）として発表するほか、
独自のデータベース整備を行ってきた。発足して3周年を迎えるにあたり、本REVIEWをまとめる次第である。
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2020年4月頃（いわゆる第1波） 2020年11月頃（いわゆる第3波）

開始日 対象 時短要請 酒類提供制限 開始日 対象 時短要請 酒類提供制限
北海道 2020/4/20

全域

× 19時まで 2020/11/7 すすきの地区 5～22時 ×
宮城県 2020/4/25 5～20時 19時まで 2020/12/28 国分町周辺 5～22時 ×
埼玉県 2020/4/13 × （4/17～）19時まで 2020/12/4 さいたま市大宮区など3地域 5～22時 ×
千葉県 2020/4/14 × （4/18～）19時まで 2020/12/2 東葛地域の11市 × 22時まで
東京都 2020/4/11 5～20時 19時まで 2020/11/28 23区および多摩地域 5～22時 ×
神奈川県 2020/4/11 5～20時 19時まで 2020/12/7 横浜市および川崎市 5～22時 ×
愛知県 2020/4/17 5～20時 19時まで 2020/11/29 名古屋市の栄・錦地区 5～21時 ×
京都府 2020/4/18 5～20時 19時まで 2020/12/21 京都市内 5～21時 ×
大阪府 2020/4/14 5～20時 19時まで 2020/11/27 大阪市北区・中央区 5～21時 ×
兵庫県 2020/4/15 5～20時 19時まで 2021/1/12 神戸市など4市 5～21時 ×
広島県 2020/4/22 5～20時 19時まで 2020/12/17 広島市中区・西区・南区の一部 5～20時 19時まで
福岡県 2020/4/14 5～20時 19時まで 対応せず

飲食店については、接待を伴う飲食店の休業要請

を中心に、その他の飲食店は時短営業が要請された。

株式会社Agoopの流動人口データをもとに3月下

旬と4月下旬との外出率（それぞれ10日間平均）の変化

幅をみると、札幌市43.2％、東京都48.2％、大阪市

55.0％、福岡市51.6％と大きく減少した。ただし、す

べての自治体で飲食店の休業要請が実施されたわけ

ではない。徳島県や岡山県は未実施であり、愛媛県、

鳥取県、島根県も実質的に未実施であった。このよ

うな対応の違いは、外出率の減少幅の格差として確

認できる（小巻[2020]）。

2020年秋は地域限定
時短要請、20県は実施せず
2度目の緊急事態宣言発出前における状況でみる

と、今回の要請は、①地域限定、②接待を伴うか、酒

類提供の飲食店限定となっている。また、③20県は

時短要請していない（図表1）。

最も早く対応したのは弘前市であり、すべての飲

確認できるかを検証する。

20時台の外出率の推計結果をみると、営業時間が

短い、酒類の提供時間を示す要請ほど、外出率の減

少効果が高いことが確認できる（図表2）。すべての飲

食店に対して休業要請を行った弘前市の場合、20時

台の外出率は要請前よりは33.0％減少とかなり大

きな効果が確認できる。対象外の青森駅と比較（15

時台）しても、16.3％も弘前の方が減少している（図

表3）。また、酒類提供を19時までとした広島市でも、

20.5％と大きな減少を示している。

すすきの地区に限定した札幌市は17.0％減、大阪

市は北区および中央区に限定した要請で概ね10％

を超える減少と一定の効果が確認できる。ただし、

両地域とも時短要請の延長の中で、12月10日あた

りから減少率が鈍化している様子が確認できる。特

に、大阪のミナミは顕著である。

他方、東京都の場合、外出率は減少どころか、池

袋駅、新宿駅、六本木駅、銀座駅のような繁華街で

は増加していることも統計的に有意に確認できる。

また、東京都隣接の3県では、時短営業の要請をし

なかった千葉県のみ外出率が増加している。このよ

うに、要請内容としては北海道や大阪市と同等であ

るが、首都圏では時短要請の外出率への効果が弱い。

食店を対象とする休業要請という、当時としては最

も厳しい要請を行った。北海道は、札幌市すすきの

地区の接待を伴う飲食店および酒類提供を行う飲食

店について22時から早朝5時までの営業自粛要請を

行い、その後、札幌市全域に対象範囲の拡大など強

化・延長をしている。大阪でも繁華街のキタ（北区）

とミナミ（中央区）に限定して、札幌市より1時間長い

時短要請が実施され、その後、大阪市全域に拡大・

延長されている。広島市は、5時から20時までの時

短要請に加え、酒類提供は19時までと、時短要請で

は厳しい内容とした。

ただし、各地域とも「不要不急の外出自粛」は要請

しつつも、具体的な目標は示されていない。その他、

劇場やパチンコ店などの遊戯施設へ要請はされず

（一部は協力依頼と弱めの要請）、図書館などの公共施設

を閉鎖する自治体も多くない。

時短要請の強さが
外出抑制効果を高める
前出の株式会社Agoopの流動人口データをもとに、

Di�erence in Di�erence法を用いて、①時短営業要請

前後2週間における20時台外出率の比較および、②

時短要請の影響を受けていない15時台と20時台と

の比較から、外出率について統計的に有意な差異が

2020年秋以降、COVID-19の感染拡大を抑えるた

め、再び飲食店への営業時間短縮要請（以下、時短要

請）が実施された。

2度目の緊急事態宣言（2021年1月8日発出）に至るま

での時短要請の効果について、2020年春頃に実施さ

れた休業要請との対比および、要請前後のCOVID-19

を巡る新聞報道をもとに検証する。

2020年春は飲食店へ休業要請
5県の自治体では実施せず
2020年3月頃の感染拡大では、国はマスク着用、

手洗いやうがい等の啓蒙活動、学校休業および外出

自粛（人と人との接触機会を「最低7割、極力8割削減」）を促

し、4月7日には緊急事態宣言（4月16日に全国へ拡大）

を発出した。

このような中で各自治体は緊急事態措置を発出し、

自治体の保有施設の休館や地域住民への不要不急の

外出自粛の要請に加え、商業施設への休業要請や営

業時間の短縮などを実施してきた。

小巻泰之 大阪経済大学経済学部 教授

外
出
率
の
減
少
は
、
酒
類
提
供
時
間
の
短
縮
が
効
果
的

飲食店への時短要請の検証から政策の意思決定と評価を考察する

COVID-19に関するEBPMは
可能な状況なのか?

図表1 ● 大都市を含む地域での飲食店への時短要請の状況（2度目の緊急事態宣言前まで）

図表2 ● 時短営業要請前後における20時台の外出率の推移

（注）2020年4月頃の要請では接待を伴う飲食店への休業要請を実施した地域もある。また、対策は当初のもので、その後の強化および延長等の変更を含まない。
（出所）都道府県の公表資料をもとに筆者作成。

（注）外出率の変化について、時短営業要請開始前後2週間の日次ベースの外出率について、Difference in Difference法を用いて時短営業要請の効果を計測したもの。外出率の変化は以下のように算出し
ている。

 ①飲食店への時短営業要請の実施日の4週間前から2週間前の20時台の外出率（2020年1月18日～2月14日の平日・休日の平均外出人口を基準日とする変化率）の平均値を基準として用いる。
 ②時短営業要請開始日以降の2週間について、要請開始前の平均外出率をもとに、外出率の増減率を算出する。
（出所）株式会社Agoop「流動人口データ」、株式会社NTTドコモ「モバイル空間統計」（青森駅のデータのみ）、各地域の時短営業に関する公表資料をもとに筆者推計。

北海道 青森県 広島県
すすきの駅 札幌駅 中央弘前駅 弘前と青森 八丁堀駅

開始日 2020/11/7 - 2020/10/20 - 2020/12/17

外出率変化率
p値

-17.0% -12.2% -33.0% -16.3% -20.5%
0.000 0.000 0.000 0.000 0.000

東京都
渋谷駅 池袋駅 東京駅 新橋駅 新宿駅 品川駅 原宿駅 上野駅 六本木駅 銀座駅 浅草駅 表参道駅 吉祥寺駅 秋葉原駅

開始日 2020/11/28

外出率変化率
p値

0.3% 0.7% -2.0% 0.2% 1.3% -0.3% 1.8% -1.4% 2.3% 3.2% -3.0% 1.1% 1.9% 1.2%

0.168 0.006 0.000 0.299 0.000 0.294 0.023 0.001 0.000 0.000 0.000 0.029 0.001 0.001

埼玉県 千葉県 神奈川県
大宮駅 西船橋駅 横浜駅

開始日 2020/12/4 2020/12/2 2020/12/7

外出率変化率
p値

-2.8% 0.8% -1.0%

0.000 0.184 0.087

京都府 大阪府
京都駅 河原町駅 梅田駅 北新地駅 心斎橋駅 なんば駅

開始日 2020/12/21 2020/11/27

外出率変化率
p値

1.5% 4.5% -13.3% -5.9% -10.9% -12.5%

0.008 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
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な情報は、地域によってはファイルの上書きにより、

当初の策定状況に関する資料が入手困難な場合もあ

る。さらに入手できたとしても、公表内容や表章形

式、さらにファイル形式（エクセルファイル、pdfファイ

ルなど）はバラバラである。

エビデンスを後世にも残す
リアルタイムデータの整備を
仮に、エビデンスが揃っていたとしても、政

策の意思決定や評価を行うことはさらに難しい。

COVID-19の場合、いろいろな対策の効果が確認で

きるのは14日間程度かかるとされている。つまり、

外出が減少しても即座に感染者数が減少するわけで

はない。政策効果を把握できるまでの時間的なラグ

は、適切な政策決定を難しくさせる。また、2度目の

緊急事態宣言では、病床のひっ迫具合や療養者数な

ど6つの指標が重視されている。しかし、指標が多

くなると、その重み付けが難しくなる。

このようなラグを伴う判断や、複数の指標での判

断では、試行錯誤を続けながら、過去の成功・失敗

の経験の積み重ねによって、より良い政策を決定で

きるようにすべきであろう。

その場合、感染症に関する情報を後世のために利

用しやすい形で、意思決定時点に用いた統計情報だ

けでなく、意思決定に関する議論の経過に関する資

料（リアルタイムのデータベース）を残すことが重要では

ないかと考える。

COVID-19に関するEBPMは
可能な状況にあるのか
「Go Toトラベル」の運用見直しを巡って、感染状

況への影響に関する「エビデンス」をもとに判断す

るとされた。しかしながら、政策評価に耐えられる

エビデンスは利用可能なのであろうか。

Anzai and Nishiura（2021）は、24県（静岡、岡山など）

のみで把握可能な新規感染者の「県境を越える移動」

の有無に関するデータをもとに分析し、「Go Toトラ

ベル」開始後に新規感染者が増加したと示している。

また、友知・河野（2021）は、都道府県別の日次新規感

染者のデータをもとに時系列的ダイアグラムを示し、

「Go Toトラベル」により大都市圏から全国および沖

縄県へ飛び火したと指摘している。

ただし、ここでのデータは県外移動に関するデー

タではない。このように先行研究では、新規感染者

の旅行かどうかの目的を含む行動履歴ではなく、そ

の情報公開も半数の地域となっているなど、かなり

不完全な状況下で努力されている。

また、本論で用いた時短要請に関する資料も同様

である。各自治体の感染症対策に関するHistorical

外出抑制の必要性への期待形成が
その後の外出率を決定する
時短要請の効果に影響を与えた要因について、感

染症対策に関する新聞報道から検討する（図表4）。

弘前市は、10月12日に域内初の感染が確認され、

その後クラスターまで発生したことから、住民の

COVID-19への懸念が共有されていたのではなかろ

うか。

札幌市、大阪市および広島市については、感染拡

大につれて対策強化に関する発信が続けられており、

地域住民にいずれ時短要請ありとの期待形成が行わ

れたのではなかろうか。さらに、その効果を強化さ

せたのは、時短や酒類提供の時間制限にあったと考

えられる。特に、広島市については、年末にかけて

も外出抑制効果を保ち続けた点が特徴的である。

他方、東京でも警戒レベルを引上げ注意喚起して

いたものの、当時、飲食店への時短要請の効果を否

定するような発言や、「Go Toトラベル」停止を巡る

国との意思疎通を欠いた交渉などから、外出抑制す

べきとの期待形成を弱めた可能性が考えられる。

福岡市では12月12日の「福岡コロナ警報」のみで

時短要請はなく、外出率はほとんど変化していない。

このように時短要請だけでなく外出抑制の必要性

に関する期待形成が、実際の政策効果を高めたと考

えられる。ただし、大阪や札幌では12月10日前後か

ら外出率の減少が鈍化している。この頃、当初要請

の延長が示された時期であり、また、国や自治体の

リーダー的な方々の多人数での会食報道もあった。

「要請」疲れなのか、時短要請のメッセージ性が低下

したのか、この点は別途分析が必要である。
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図表3 ● 各地域の時短営業要請前後の外出率の推移 図表4 ● 各地域の時短営業要請前後の動向

（注）①東京を除き15時台、20時台および21時台の外出率を示す。東京はすべて20時台の外出率を示す。
 ②表中のシャドーは時短要請期間を示す。要請が強化や延長された場合は階段状に示している。
（出所）株式会社Agoop「流動人口データ」より筆者作成。

（注）報道年月日は実際の時点で表記している。実際の報道日と異なる場合がある。
（出所）日経テレコン、聞蔵Ⅱビジュアルでの記事検索から、その見出しなどをもとに筆者が要約したもの。
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報道年月日 報道内容

北海道

2020/10/26 道独自に設定する「警戒ステージ」を1段階引上げ検討始める

2020/10/28
「警戒ステージ」を5段階中「2」へ引上げ。ただし、すべての判断指標
は基準を上回っていない

2020/11/4 営業短縮要請を検討へ

2020/11/7 営業短縮要請を発出

東京都

2020/11/19 感染者500人を超し、警戒最高レベルへ。飲食店には時短要請しない

2020/11/20
飲食店への時短要請の効果見極め必要と導入慎重。（23日）に同様の記
事あり

2020/11/24 Go Toトラベルの停止を巡り、首相との会談

2020/11/24 重症者が急増、時短要請で最終調整へ

2020/11/25 10月28日から時短要請する方針を固める

大阪府

2020/11/10 「第3波に入っている」との認識を示す

2020/11/15 Go To イート「4人以下に限定する」との意向を政府に伝える

2020/11/19 重症病床の使用率が5割を超えた場合、休業要請ありえる

2020/11/20 大阪モデル「黄信号2」に引上げ、飲み会「4人以下2時間以内」に

2020/11/24 営業短縮要請を発出、11月28日から実施

広島県

2020/11/30 コロナ感染レベル、ステージ2へ引上げ

2020/12/3 感染増加「第4の山」、対策強化を求める

2020/12/4 ステージ3へ引上げる可能性を示す

2020/12/11 酒類の提供時間を短縮するよう要請する方針を固める

2020/12/16 営業短縮要請を発出、12月17日から実施
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札幌市すすきの地区（時短要請，2020年11月7日～）
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混乱が混在した下降期である現在、状況は諸外国よ

り深刻である。

COVID-19の国内新規感染者数は、2020年の年間

累計で23万人を超える状況となっている。1日の新

規感染者数の推移からみると、夏季に感染が増加し

た第2波を超える第3波が11月より到来し、2021年

1月から首都圏を中心に緊急事態宣言が発令されて

おり、依然、先行き不透明な状態が続いている。　

現在、政府はCOVID-19の感染拡大防止、ポスト

コロナに向けた経済構造の転換などを主軸に対策を

打ち出している。景気の動向を適切に把握すること

は、適切なマクロ経済政策の前提となる重要な課題

であることから、本稿は、筆者が東京財団政策研究

所の経済データ活用研究会や政策データウォッチで

取り上げた内容を振り返りつつ、足元の景気状況に

ついて、データ分析の観点から特徴をまとめていく。

景気動向指数から見える景気の特徴

まず、前節でも触れた景気動向指数であるCIの

動きを見ていく。CIは、先行・一致・遅行の3種類が

ESRIより公表されている。それらの中で、最も重要

視されているのは、景気の現状を表すとされる一致

指数である。ここでは、まず一致指数を説明していく。

一致指数は、鉱工業生産指数、小売・卸売販売額、

有効求人倍率など生産、販売、雇用など景気動向に

敏感に反応する10種類の経済統計を合成し、作成

されている。一致指数の構成系列は景気の山や谷な

ど転換点時に見直しがなされており、2020年7月に

景気の山が暫定設定された際に、輸出数量指数が追

加された。そして、景気の山や谷などの転換点時点

を示す景気基準日付は、CIの動きと構成系列から作

致指数の量的な変化をみると、1980年以降、低下幅

が最も小さかった第10循環の景気局面より大きい

ものの、過去の後退局面と比べて小さい』とコメン

トし、この期間で景気の転換点はなかったと判断し

ている。本稿では、CIに輸出数量指数など構成入れ

替えがあったことから、この点について改めて検証

を行った。　

図表2は、各循環の後退局面におけるCIの下落率

についてまとめたものである。景気後退が疑われる

2014年3月から16年2月までの下落率は6.01%であ

り、第15循環の6.54%より小さいことがわかる。こ

れにより、データを更新しても、判断は変わらない

ものと考えられる。

本節の最後として、景気動向指数の統計的分析の

2020年は複合型の景気後退期

日本の景気動向を分析する上で、2020年は非常に

重要な年となった。まず、世界的な新型コロナウイ

ルス（COVID-19）感染拡大による混乱が挙げられる。

COVID-19はヒトからヒトに強い感染力を持つこと

から、感染防止策は、マスク着用などで飛沫の拡散

を防ぐほか、物理的な接触を避けるという経済活動

の制限であった。

そして、政府より4月に緊急事態宣言が発令され、

多くの産業で休業を強いられる未曾有の事態となっ

た。宣言解除後も対面サービスが基本である飲食業

や観光業などへの客足は遠退き、サービス業全体に

大きな打撃を与えている。こうした生産活動の減少

は、失業の増加を引き起こし、景気を押し下げる一

因となっている。

もう一点は、2020年7月30日に、内閣府経済社

会総合研究所（Economic and Social Research Institute、以下、

ESRI）が主催する景気動向指数研究会が、2018年10

月を暫定的に景気の山としたことである。

これにより2012年12月から始まったとされる長

期景気回復局面は71ヵ月で、戦後最長とならずに終

焉を迎えた。コンポジット・インデックス（Composite 

Index、以下、CI）の一致指数など景気の量的な動きを

測る景気動向指数は、2020年5月を底に上昇基調と

なり、ショックからの立ち直りが期待される。

しかし、ESRIの景気に対する基調判断は、2021年

1月速報段階で、下げ止まりから上方への局面変化

に変わったものの、谷に関する言及は無い。2018年

10月の暫定的な景気の山認定を真であると仮定す

ると、我が国は景気後退期の中でCOVID-19ショッ

クを受けたことになる。景気後退とパンデミックの

成されるヒストリカル・ディフュージョン指数（以下、

HDI）ⅰなどを用いて、総合的に判断される。

図表1は、1985年から2020年11月までのCI（上段）

とHDIⅱ（下段）の推移を描いたものである。

上段の影部分は、ESRIの景気動向指数研究会で定

められた景気基準日付に基づく景気後退期を表すⅲ。

下段のHDIは、50%を基準に下回る直前の月が景気

の山、逆に上回る場合は谷に対応するとされている。

上段の影部分と下段のHDIの動きを比較すると、景

気基準日付の判断と概ね対応していることがわかる。

2018年以降、HDIは下落基調にあり、2019年6月以

降は0の値となっている。上段のCIは2020年5月を

底に反発しているものの、HDIはBry-Boschan法の

運用ルールⅳ上、まだ反映されていない。HDIによ

る判断は、もう少しデータの蓄積を要するだろう。

次に、図表1下段のHDIで注目すべき箇所は、

2014年4月から2016年2月にかけてHDIが50％を

下回る期間が存在していることである。

この期間は消費税率の8%引き上げや貿易赤字と

円安進行などが起きた時期であった。CIも緩慢な下

落となっている。この時期が景気後退期にならない

のかという点に対して、ESRIは2017年6月15日の

「第15循環の景気の谷以降の状況について」という

文書ⅴで、『HDIが50%を下回る期間におけるCI一

データからみる「日本の景気循環」の特徴

景気の実態と実感は
20年夏以降、回復の兆し
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図表1 ● CI（上段）とHDI （下段）

図表2 ● 景気後退局面とCIの下落率
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第15循環 2012年3月 2012年11月 6.54%

2014年3月 2016年2月 6.01%

大塚芳宏 東北学院大学経済学部 教授
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終わりに

本稿は、過去に開催した研究会や東京財団政策研

究所のホームページにアップロードされている論考

のトピックスを取り上げ、足元の日本の景気動向に

ついてまとめたものである。

COVID-19による経済的被害は現在進行形で続い

ており、経済分析に携わる者は、日々の変化に振り

回されながらも分析や予測を行っていかなければな

らない。景気に関する情報は、政府の政策決定だけ

でなく企業の意思決定における判断材料になり得る

ことから、より精微な分析が求められる。

これまでの研究会やコラムでは、データの選び方

で変わる景気の見え方、景気の実感を捉えるなど

様々な実証分析の結果を提示してきた。

こうした蓄積が今後の我が国における景気循環分

析の基礎となれば、幸いである。

企業の景況感から見える景気の特徴

前節では、経済活動の結果から得られる統計情報

を基に分析を行った。本節では、サーベイ・データ

と呼ばれる意識調査から見える景気の動きについて

紹介していく。

景気に関する代表的な意識調査は、日本銀行が実

施する全国企業短期経済観測調査 （以下、日銀短観）や

内閣府の景気ウォッチャー調査などが挙げられる。

こうした意識調査から、国内では短観ディフュー

ジョン・インデックス（Di�usion Index、以下、短観DI）ⅶ

や景気ウォッチャー指数といった、実感の面から景

気の方向性を示す指標が作成されている。

本節では、上記の短観DIではなく、大塚（2019）で

用いた因子モデルという統計モデルを用いて、全体

の景況感を表す景況感指数（Business Survey Index: BSI） 

と変動リスクの抽出を行う。統計モデルを用いる利

点は、第一に、短観DIで切り捨てられていた「さほ

ど良くない」という回答の大部分を占めていた情報

も利用する。第二に、定式化することで時間的な構

造を明らかにし、予測などに応用することができる

などが挙げられる。そして、変動リスクはボラティ

リティとも呼ばれ、ここでは回答のばらつき、不安

のようなものを表す。

ここで用いるデータは、業種別（製造業・非製造業）と

企業別（大・中堅・中小）の計6種類である。また、デー

タの期間は、2004年3月調査から2020年12月調査

までとし、現況に関する回答項目を利用した。結果

は図表4にまとめられている。

図表4は、BSIⅷ、BSIの95%信用区間 （lowは下限、

upperは上限）を示している。信用区間上限が負の値を

取った期間は、合計4回あった。具体的には、2008

年金融危機、2011年東日本大震災、2012年第15循

環景気後退期、2020年3月期であった。震災を除く

過去2回については、概ね公的な景気後退期と対応

している。足元の動向では、2020年3月期から3期

連続で上限の値がマイナスで推移していたが、12月

期にはプラス圏に転じている。このことから、企業

サイドの全体での景況感からみると、2020年6月期

を底として景気の現状に関する意識は、回復傾向に

あるといえる。

現状について紹介していく。

これまで筆者は、研究会や政策データウォッチの

論考で、マルコフ切替モデルという統計モデルを用

いて、景気循環の推定を行ってきた。実証分析では、

上記の2014年から2016年で後退期を抽出し、ESRI

の判断と齟齬が生まれていた。ここでは、ESRIの転

換点を測るルールであるBry-Boschan法を景気動向

指数に適用することを考える。

図表3は、CIの先行・一致・遅行のすべての指数

に対して山と谷を推計した結果であるⅵ。先の後退

が疑わしき期間では、すべての指数で景気の山谷が

観測されている。これよりデータ・ドリブンな分析

を行う場合には、発生し得る事象であると考えられ

る。この点については、景気判断の基準を再検証す

るか、データと判断を埋める統計モデルの更なる改

善が必要であろう。

C
O
V
I
D
︲
19
に
よ
る
経
済
的
被
害
は
、
現
在
進
行
形
で
続
い
て
い
る

図表3 ●  CIの先行指数（上段）・一致指数（中段）・遅行指数（下段）とBry-Boschan法による転換点

図表4 ●  景況感指数とボラティリティ
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● 大塚芳宏（2019） 「ビジネス・サーベイ・インデックスと企業の景況感の
推定」『東北学院大学経済学論集』第192号、2019年12月、1-24頁

注釈
ⅰ 構成系列それぞれにBry-Boschan法を適用し、山と谷を設定する。そ
して、谷から山に至る期間をプラス、山から谷までの期間をマイナス
とする。各月におけるプラスの割合をディフュージョン指数としてい
る。

ⅱ 11月のCIが公表された時点で、構成系列の営業利益が9月分までしか
公表されていない。これによりHDIは、1985年1月から2020年9月ま
でのデータより作成している。

ⅲ 2018年10月以降については、ESRIから谷に関する言及がないことか
ら直近まで景気後退期として表示している。ESRIの景気動向指数利
用の手引き（参考URL: https://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/di/preliminary2.pdf）
を参照されたし。

ⅳ Bry-Boschan法で転換点を定義する際には、利用データの端点から6
カ月以上離れていない転換点は除外するなどのルールがある。詳しく
はhttps://www.esri.cao.go.jp/jp/stat/di/hiduke.htmlを参照されたい。

ⅴ 詳細については、景気動向指数研究会の第17回資料（参考 URL: https://

www.esri.cao.go.jp/jp/stat/di/di_ken.html）を参照されたい。

ⅵ 図の下三角は景気の山を意味し、丸の点は谷を意味する。

ⅶ インデックスの作成方法として、業況に関する選択肢が「良い」・「さほ
ど良くない」・「悪い」の3択であれば、良いと回答した割合から悪いと
回答した割合を引いたものである。

ⅷ BSIは2015年平均を1に基準化して、指数にしている。

大塚芳宏（おおつか・よしひろ）●1979年東京都生まれ。2006年千
葉大学修士（経済学）。金融機関の営業・調査部に勤務。2012年一
橋大学経済学研究科で博士号取得後、北海道大学大学院経済学研
究院助教、長崎県立大学経済学部講師を経て、2015年から現職。
主な著書に『Large Shocks and the Business Cycles in Japan』
（Journal of Business Cycle Research、Springer、2019年）など。景気循環分
析、時空間計量経済学に関する論文や記事を多数執筆。
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タ時代」と呼ぶ。

例えば、海外と日本の経済活動を比較するような

国際的な視点を持つ場合、同じ基準のもとで作られ

たデータでないと適切な比較ができず、TDに一日

の長がある。実際には国内総生産（以下、GDP）であれ、

消費者物価指数であれ、失業率であれ、各国のデー

タの作成方法は完全に画一のものではなく、微妙な

違いが出てくる。だが、基本コンセプトは概ね同様

のため、一定の注意さえすればデータを横並びで比

較できる。また、データの継続性という意味でもAD

に比べるとTDには強みがある。特に1990年代以降、

旧共産諸国なども西側的なTDを作る取り組みを進

め、今では世界200カ国以上のGDPとそのコンポー

ネントを比較することが可能となってきている。し

かし、それ以前から直近にかけてGDPを継続的に

取得可能な国々は案外限られ（図表1）、それだけTD

作成には統計作成機関が多くの手間をかけているこ

とが示唆される。

ADに関しては、同じ基準で各国を比較すること

は案外難しい。例えば、携帯電話の位置情報データ

を用いるとしても、各携帯電話会社の市場シェア次

第で結果は異なる可能性もあるし、計測方法が各会

社で共通化されているわけでもない。公的統計が国

全体の動向を捕捉すべく様々な工夫を凝らして一定

のルールの下で作成されているのに比べ、携帯電話

情報は各社の顧客に限られた情報であり、様々な偏

りがある可能性が否定できないⅰ。さらにその偏り

に関する情報はブラックボックスのケースが多い。

Ｗデータ時代の
データ・プラットフォーム
以上の通り、Wデータ時代となり、ユーザーに

することが当たり前であった。それ以降、大半のデー

タがデジタル化され、簡単にダウンロードできるよ

うになってきた。さらに、近年の（とくにCOVID-19禍で

の）取り組みは、デジタル化されたデータをいかに使

いやすくするか、という部分で付加価値を提供しよ

うとする動きだと評することができるⅲ。

この動きは基本的には歓迎すべきものであるが、

日本銀行調査統計局（2020）でも指摘されるように、

データ提供側がデータに加え、データのメタデータ

（データの利用や解釈のために必要な情報）も提供していく

ことが肝要である。メタデータは、とくにユーザー

が分析的な視点から必要とする情報であり、AD

メーカーはユーザー側のニーズを把握できていない

可能性がある。これは、ADの元データが、ビジネス

の副産物であること、メタデータの作成に手間がか

かること、等々が一因であろうⅳ。

経済分析における
データ利用の転換期
この5年程は、経済分析（特に景気判断などの時系列的

なマクロ経済分析）におけるデータの変革期として、3

つの理由から専門家の間では記憶に残る時期になる

だろう。

第一に、2018～19年に連日報道された、いわゆる

統計不正問題である。厚生労働省作成の毎月勤労統

計の作成過程で不正があった問題であり、公的統計

の質について疑義が呈されるきっかけになった。第

二に、政府統計のような一定のルールに基づき厳格

に作られるデータと比べ、企業が経済活動を行う中

で生成される情報を、いわば副産物として活用す

ることが急速に増えた。いわゆるビッグ・データも

しくはオルタナティブ・データ（以下、AD）と呼ばれ

るもので、例えば、携帯電話の位置情報を使った混

雑度合いのデータは典型例である。第三に、特に一

部のADについて、極めて高頻度なデータをタイム

リーに活用できるようになってきたことである。そ

の結果、日次の物価データを用いた今井（2020）の分

析が示すように、ミクロレベルでの動きを追うこと

で、これまでわからなかった集計値としての物価の

裏側が見えてくるといったメリットが出てきた。

では、公的統計などの伝統的に利活用されてきた

データ（以下、TD：トラディショナル・データ）は、もは

や無力なのであろうか。そのようなことは一切ない。

TDにも様々な課題があるが、ADにもデータ定義に

関する画一性や継続性（＝長期間のデータの取得可能性

や将来的なデータの利用可能性）の限界・課題が残るから

だ。つまり、TDとADが補完的・相互的に活用され

る、データ利用の新パラダイムの中に我々は存在し

ているといってよいだろう。以下、これを「Wデー

とってのデータ環境も大きく変わってきており、変

化への順応が必要となってきている。以下では、変

化への順応という観点から、①プラットフォーム

サービス、②分析とデータの境界線、③データ頻度

についての考え方という3つのトピックについて触

れていきたい。

最近では、様々なデータベンダー会社、シンクタ

ンク、中央銀行などによって、①ADの収集や作成、

②ADとTDを同じ仕組みで一緒にダウンロードで

きるような、ユーザー・フレンドリーなプラット

フォームの提供、などについてサービスの乱立が起

きている。いわばデータに関するNet�ixのような存

在が次々登場している状況となっているⅱ。

この動向は、筆者のように四半世紀にわたって経

済分析をしている人間からすると、驚くべき変化だ。

90年代まではTDを印刷物から手入力でデジタル化

「Wデータ時代」の到来と日本のシンクタンクに求められるもの

適切なデータ活用には、従来以上に
注意深い利用姿勢が求められる

（注）世界銀行統計や各国統計を用いて、実質GDP並びにその支出面のコンポーネント（消費、投資、政府支出）が継続的に取得可能な国 （々赤塗り）。
（出所）Hirata et al. （2013）、平田（2019）を元にmapchart.netを用いて筆者作成。

図表1 ●  1960年～直近までのGDPデータが取得可能な国々
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り除いて分析する必要があることが知られる。だが、

現段階では、そもそも高頻度実体経済データに関す

る季節性の有無や特徴については、専門家ですらよ

くわかっていない。また、高頻度データを使った分

析にも、慣れていない専門家が多く、実体経済のAD

が広くTDのように恒常的に活用されていくには、

しばらくの時間を要するであろう。

Ｗデータ時代の
政策シンクタンクに求められる役割
Wデータ時代の今、従来のTDに関するガイド

ブック（経済統計書籍）だけでは、ユーザーにとって

データに関する情報・知識が不十分な時代となって

いる。本研究会でもリアルタイムデータベースを公

共に供しているが、このようなTDの枠組みを超え

るデータ（≒広義でのAD）が様々な主体から発表され、

活用される時代が到来している。

換言をすれば、適切なデータの活用には、従来以

上にデータユーザーの注意深いデータの利用姿勢が

求められる時代となった。

中立性のある政策シンクタンクは、各種の注目さ

れるデータを、メタデータを含めて集約・紹介して

いく機能を果たすことが可能であろう。これにより、

質の高い研究を生み出しやすい環境を提供し、適切

な形で政策への影響を与えていくことが政策シンク

タンクの現代的役割として期待される。

Ｗデータ時代の
データと分析の境界線
データ（統計）といっても、様々な種類がある。そ

の中でも基本的な種類の区分として、一次統計と二

次統計という区分がある。

一次統計は経済状態そのものをダイレクトに調べ

た統計であり、雇用者数や小売物価が典型例といえ

る。一次統計はいわば素材であるのに対し、二次統

計は惣菜であり、一次統計（や二次統計）に何らかの加

工がなされる。加工の度合いは様々であり、典型例

はGDPや景気動向指数である。

GDPは世の中の経済活動を悉皆的に捕捉するた

めに幅広い一次統計等を集約して作成されているの

に対し、景気動向指数は複数の一次統計等を組み合

わせて集計することで、景気局面や景気動向の量的

な把握を狙う。このため、景気動向指数については

「悉皆性」は重要ではなく、何らかのデータを使って

「景気を当てる」ことが重要となる。

すなわち、統計によっては調査・分析的な傾向の

強いものも少なからず存在し、素材たる一次統計と

はかなり色合いを異にする。

この傾向は、ADに関しても基本的に同様であ

る。例えば、米国ダラス連邦準備銀行の作成する

Mobility and Engagement Indexは、人々の移動状況や

仕事を行う場所を捉えるための二次統計であり、7

つのADに主成分分析を適用して推定されるⅴ。こ

のような複数のADの主成分（エッセンス）を抽出して

大きな動きを高頻度で捉えていくタイプのデータは、

今後も増えていくだろう。

データ頻度の違いが
分析にもたらす影響
古い話になるが、日銀では物価統計を毎旬発表し

ていた。だが、ニーズの低さを踏まえて2001年に

発表を取りやめた。当時、他の統計で毎旬のデータ

がほぼなく、組み合わせて分析に活用できないこと、

そこまで高頻度で物価動向を見る必要がなかったこ

と、等が主な理由であったと聞く。

データの種類にもよるが、ADはとにかく高頻度

かつ素早く情報が利用できることが強みではある。

しかし、分析サイドからすれば、利用するかどうか

は、分析の問題意識、一緒に活用できるデータの利

用可能性、高頻度故に得られる知見の有無次第とな

る。例えば、COVID-19禍での繁華街の混雑度合い

を見るとき、データは秒単位で存在しているはずだ

が、敢えて頻度を落として日次で見ることが多い。

昨今のADの多くは、これまで殆ど利用できな

かった実体的な（＝非金融の）経済活動の超高頻度

データという側面を持つⅵ。そして、四半期や月次の

実体経済データの多くは季節性を有し、季節性を取
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注釈
ⅰ 辻中・西内（2021）では、日本のAD界の先駆けである株式会社ナウキャ
ストの日経CPINow（旧東大日次物価指数）やJCB消費NOWを例に、具
体的な事例を紹介している。

ⅱ Netflixは他社の作成する様々な過去のテレビドラマや映画を配信する
だけでなく、同社自体でドラマや映画自体も製作・配信している。

ⅲ 筆者のアクセスできるCEIC、ユーロモニター、Wind Economic 
Databaseのいずれもこのような取り組みを行っている。

ⅳ ビジネス上の理由からデータの計測方法を変更した場合、ADのデータ
定義の継続性が失われることになる。TDでは計測方法の変更は分析
結果に大きな影響を及ぼしうるため、変更前に周知してから行われる。

ⅴ 丸一日スマ―トフォン等が自宅を離れた割合、3～6時間自宅以外の決
まった場所にいるスマートフォンの割合、日中自宅で過ごす時間等々
のデータを用いて算出される。

ⅵ 金融市場や商品市場については、超高頻度のデータ（ティックデータ）が
以前から用いられてきたが、市場のアノマリー（1月効果や週末効果）を
除くと、季節性はあまり重視されてこなかった。

平田英明（ひらた・ひであき）●1974年東京都生まれ。1996年慶應
義塾大学経済学部卒業、日本銀行入行。調査統計局、金融市場局
でエコノミストとして従事。2005年法政大学経営学部専任講師、
2012年より現職。IMF（国際通貨基金）コンサルタント、世界銀行コ
ンサルタント、日本経済研究センター研究員などを歴任。経済学
博士（米ブランダイス大学大学院）。主な著作はJournal of Economic 

Dynamics and Control, Journal of Banking and Finance, 

Journal of Small Business Management等に掲載。

図表2 ●  2020年第3四半期の米国経済成長率に関するナウキャスティング

（注）横軸は推定実施日、縦軸は経済成長率（％）。実績値は10月29日発表。推定に用いられるデータが追加されるたびに、ナウキャスティングの推定値が更新されていく。
（出所）ニューヨーク連銀、アトランタ連銀、BEA（アメリカ合衆国商務省経済分析局）。

TDやADの議論から少し脱線するが、近年はGDP成長率の予測を目的とした「ナウキャスティング」の推定結果のデータも様々

な形で活用されている。米国アトランタ連邦準備銀行（アトランタ連銀）のGDPナウは、成長率に関連するデータ（例：ISM製造業景況指数、

貿易統計、小売売上高）を用いて成長率を推定する。推定には主成分分析と最小二乗法が用いられる。他方、米国ニューヨーク連邦準

備銀行（ニューヨーク連銀）のナウキャストは、雇用者数などGDPの構成要素とは直接ならないデータも使いながら、動学ファクター

モデルにより複数経済指標の動向の背後にある共通因子を推定し、成長率を予測する。

図表2は2020年第3四半期に関する推定結果の時系列推移である。2020年第3四半期は前期の大きな落ち込みからの大きなリ

バウンドがみられた時期で、予測が難しい時期ではあったが、両データにはかなりの差が見られ、推定結果のデータとしての有用

性に関して懐疑的な見方も一部にはある。ただし、これは推定方法や変数選択という分析的な部分での問題に起因するものである

ことに注意を要する。つまり、データと分析の境界線が専門家以外にはわかりにくくなってきており、利用に際しては両者の境界線

を理解しておくことが大切である。

BOX：データと分析の境界線
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に追いついていない場合がある。その例がAirbnb 

Global Services Limited（エアビーアンドビー）やUber 

Technologies, Inc.（ウーバー）に代表される「シェアリ

ングエコノミー」である。

シェアリングエコノミーは、個人が所有するモノ

を他の人と共有するサービスである。仲介業者（プ

ラットフォーム企業）が、サービスを提供したい個人と

サービスを利用したい個人とをアプリなどでマッチ

ングする（図表1）。シェアリングエコノミーの新しい

ところは、「消費者が生産者になる」というところで

ある。アルビン・トフラーの『第三の波』には「生産

＝消費者（プロシューマー）」という言葉が出てくる。生

産者（プロデューサー）と消費者（コンシューマー）を合わ

せた言葉である。シェアリングエコノミーで起こっ

ていることはまさにプロシューマーの登場である。

これまでGDP統計では、家計は消費する主体と

して扱っていたが、生産面からの把握も必要となっ

た。しかし、個人が稼いだお金は完全には把握され

ていない。サラリーマンが車を貸し出したり、ホー

ムページ作成を代行したりしてお金を稼いでも、そ

の金額はGDPには反映されない。

シェアリングエコノミー全体の把握に関しては、

まだ雲をつかむような状態だが、一点突破はできた。

内閣府は2020年末に発表したGDP統計から、いわ

ゆる合法民泊をGDP統計に実装した。価格情報に関

しては、「訪日外国人消費動向調査」がある。2018年

度の「有料での住宅宿泊」の宿泊費は一人一泊あた

り4,500円である。数量情報としては、観光庁の「住

宅宿泊事業法の宿泊実績」がある。この統計で民泊

を使った延べ宿泊者数の動きがわかる（図表2）。本来

2020年度は、オリンピックの開催による宿泊需要で

民泊での宿泊が大きく増えるはずだったが、新型コ

GDPの改定問題

GDPは経済政策を実行する際の重要なモニタリ

ング装置としても機能している。しかし、その精度

が悪ければ現状判断がうまくできない。日本のGDP

はその改定幅が大きいことで知られており、改定幅

縮小は喫緊の課題の一つとなっている。

GDP統計は、対象四半期終了後、45日程度で発

表され、1次QEと呼ばれる。QEはQuick Estimateの

略で速報値のことである。1次QEのひと月後に2次

QEが発表される。さらに、毎年年末には年次推計値

が発表され、5年ごとに統計概念の変更など大幅な

改定（基準年改定）が行われる。

GDPは巨大な建築物

国内総生産（以下GDP）統計は、国内の経済活動を

包括的に示すもので、国民の生活を映す鏡として最

も重要な統計の一つである。ただ、「GDP統計調査」

といったGDPを直接調べる調査は存在せず、生産

動態統計など一次統計（調査で作られる統計）を総動員

して作る、巨大な建築物のようなものだ。GDPを改

善するには、素材に相当する一次統計の精度を上げ

ることも必要なうえ、工法に相当する一次統計の使

い方も重要で、様々な改善の余地がある。

GDPを含めた政府統計の改善の機運は、2015年

から2017年にかけて経済財政諮問会議や統計改革

推進会議を中心として高まった。統計法が改正され、

2018年度から2022年度の5年間を対象とする第Ⅲ期

基本計画が作成された。本稿では、計画期間の半ば

を超えたGDP統計の改善の取り組みを紹介したい。

新たな経済活動の反映

経済活動は日々進化しており、政府統計がそれ

ロナウイルスの感染拡大で利用者が大きく減った。

シェアリングエコノミーについては、統計的な把

握の第一歩を踏み出したがほかにも課題がある。新

型コロナウイルスの感染拡大で、Uber Eatsなどフー

ドデリバリーサービスが増えた。デリバリーサービ

ス提供者は形式上「生産＝消費者（プロシューマー）」で

統計上把握できていない。

さらに大きな課題としては、グーグルなどの無償

サービスの問題もある。グーグルやインスタグラム

など無償で使えるサービスが増え、それらは生活を

豊かにしている。しかし、それらの価値がGDPにす

べては反映されていないのではないか、という問題

だ。

GDP統計の改善はどこまで進んだか

精度アップや使い方を考えると
まだ、様々な改善の余地がある

経
済
活
動
の
進
化
に
政
府
統
計
が
追
い
つ
か
な
い

図表1 ● シェアリングエコノミーの取引

仲介業者
（プラットフォーム企業）

サービスの利用者
（個人）

サービスの提供者
（個人）

サービスの提供

手数料の支払い手数料の支払い

対価の支払い

図表2 ● 民泊の延べ宿泊者数

（出所）観光庁「住宅宿泊事業法の宿泊実績」。

図表3 ● 最近の実質GDP統計の改定状況

（注）横軸はGDP統計の発表月。縦軸は、実質GDP成長率。
（出所）内閣府『国民経済計算年報』。
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期化である。GDPの推計法には、生産、分配、支出

の3つがある。登山に例えると、GDPという山頂に

たどりつく方法が3通りあるということだ。日本の

四半期GDPは、支出側から計算されているが、多く

の国では、生産面、分配面からの四半期GDPも発表

されている。支出面からのGDPのみを発表してい

るのは日本くらいで、国際的に後れをとっている状

況は好ましくない。

生産面、分配面のGDPの四半期化は基本計画に

もスケジュールされていて、2019年度までには目途

をつける予定だった。生産面からみたGDPについ

てはかなり検討が進み、公表への目途がたった。分

配面のGDPに関しては公表が難航している。10年

前から研究論文が発表されているが、実用化には

至っていない。研究段階から公表段階へと早く移行

することが望まれる。

分配面のGDPが重要なのは、支出面や生産面の

データとは性質の違うデータを使ってQEを推計

するためだ。足元の経済を見る場合、支出面からの

GDPだけでは一面的すぎる。生産面のGDPも重要

だが、基礎統計は支出面のGDPと大きく変わらな

い。しかし、分配面のGDPは雇用者報酬と営業余剰

の和を基本として作成され、GDPを別の角度から照

らし出すものだ。四半期GDPについて、より多くの

情報が得られるようになることを期待する。

少ないことや発表時期の遅さ、推計を複雑にするこ

となど「家計調査」を使うデメリットも大きい。今後

解決すべき課題の一つである。

需要側統計としては、財務省が発表する「法人企業

統計」も注目されている。「法人企業統計」はGDP統

計に関しては設備投資の基礎統計として重要だ。問

題は発表が遅いことで、1次QEには間に合わず、2次

QEから採用される。このため、2次QEで設備投資が

大幅に修正されることがあり、問題になっていた。

経済財政諮問会議で法人企業統計の速報化が提案

され、政府の公的統計に関する基本計画でも速報化

が工程表に組み込まれた。2019年度は試験調査の段

階で、22年度までに結論を出すことになっている。

法人企業統計の速報化は画期的だが、企業の調査

負担も大きく、大企業中心に設備投資など主要項目

だけを調べることになっている。2020年10月、統

計委員会（国民経済計算体系的整備部会のQEタスクフォー

ス）に、財務省は2019年度の試験調査を報告した（図

表5）。結果は思わしくない。速報調査の回収率が本

調査に比べてかなり低い。また、本調査値に比べて、

過大推計になっている。2021年1-3月期は新型コロ

ナウイルス感染拡大下での調査なので、例外と考え

ることができるが、その他の期に関しても誤差は大

きい。速報値は本調査値に比べて2割から3割設備

投資額が多い。これは無視できない大きさで、これ

をそのまま適用すると、1次QEから2次QEへの改

定幅がこれまで以上に大きくなる。

早期に設備投資額を発表できるのは業績の順調な

企業が多い。それ以外の企業の設備投資は、もう少

し低いと見積もり、設備投資額を修正する統計的手

法も考えられる。工夫すれば速報値と本調査値のか

い離が縮小する可能性はあるが、早期化への課題は

多い。

残された課題

これまで紹介した改善策はほんの一部で、内閣府

は様々な課題をこなしてGDP統計の改善を続けて

いる。とはいえ、検討すべき課題が山積しているの

も事実である。

最も重要なものは、生産面、分配面のGDPの四半

2018年度の実質GDP成長率は発表された当初

0.6％だったが、2020年2月現在では0.3％である（図

表3）。2019年度は1次QEとして発表された2020年5

月時点では、マイナス0.1％だったが、年末には基準

年改定があり、2020年12月時点ではマイナス0.3％

となっている。改定幅が大きければ、QEへの信頼性

が落ち、「オオカミ少年」のように、数値を誰も信用

しなくなる。

新型コロナウイルス感染拡大によって、GDP速報

の推計にも問題が生じた。GDP統計は毎四半期計

算されるが、すべての統計が1次QEに間に合うわ

けではない。飲食店、宿泊サービスなどいくつかの

月次統計は、1四半期（＝3ヵ月）のうち2ヵ月分はわ

かっても、3ヵ月目がわからない。

3ヵ月目を何らかの方法で推計する必要がある。

平時なら、1、2ヵ月と同じ傾向と仮定して3月分を

推計できたが、3ヵ月目に大幅なデータの変動が予

想される場合は1、2ヵ月目の平均を使うわけにはい

かない。

例えば、2020年4-6月期である。4月と5月は緊急

事態宣言下で多くの企業の売上高は大きく落ち込む

が、6月はそれなりに改善したはずである。4月、5月

の平均で6月を推計することは明らかに誤った推計

となる。

そこで、内閣府は業界データや代替できる政府統

計を探し、できる限り実績値が発表されているデー

タを使って推計した（図表4）。これは成功を治め、1

次QEから2次QEへの改定値がかなり小さくなっ

た。4-6月期の消費全体（名目、前年同期比）としてみて

も、2次QEの結果マイナス11.8％に対し、1次QEは

マイナス12.1％と公表しており、改定幅が小さく抑

えられた。従来方法ではマイナス13.0％だった。

1次QEや2次QEと年次推計の数値が改定される

理由の一つは、素材である一次統計が変わることが

挙げられる。QEでは需要側統計が使われるが、年次

推計の多くは供給側統計で推計される。需要側統計

とは、「どのくらい使ったか」を調査する統計で、供

給側統計は「どのくらい作ったか」を調査する。供給

側の統計の方が精度は高いが、発表が遅いため需要

側統計を使ってきたという経緯がある。

最近は「サービス産業動向調査」など供給側統計

の充実で、QEでも供給側統計を使うことが増えて

きており、現在では需要側統計での推計は消費全体

の10％程度になっている。

一方で、「家計調査」に代表される需要側統計にも

重要な情報があるのではないかという意見もある。

シェアリングエコノミーは供給側からは捉えられな

いが、サービスを利用した側の統計である「家計調

査」では捉えられる。違った角度から情報を集める

ことには意味がある。しかし、サンプル数が8,000と

図表5 ● 設備投資速報値は過大推計 （単位：%）

2019年
4-6月期

2019年
7-9月期

2019年
10-12月期

2020年
1-3月期

設備投資（速報値と本調査値とのかい離率） 20.6 24.1 33.1 43.7

速報調査回収率 64.3 62.8 60.3 43.5

本調査回収率 89.9 90.3 89.1 76.6

（注）  速報値と本調査値とのかい離率＝（速報値－本調査値）／本調査値×100。
（出所）  財務省「法人企業統計調査附帯調査の結果を踏まえた検討（中間報告）」統計委員会国民経済計算体系的

整備部会QEタスクフォース資料、2020年10月23日。

山澤成康（やまさわ・なりやす）●1962年広島県生まれ。1987年京
都大学経済学部卒業。日本経済新聞社データバンク局、同編集局
経済部、日本経済研究センター短期予測班総括などを経て、2009
年から現職。2016年から2年間総務省統計委員会担当室長を務め
る。2017年埼玉大学で博士（経済学）取得。主な著書に『実戦 計量
経済学入門』（日本評論社、2004年）、『統計 危機と改革：システム劣化
からの復活』（共著、日本経済新聞出版、2020年）など。

図表4 ● 推計値の工夫（2020年6月）

実績値 今回推計値
従来の
推計値

（4月、5月の平均等）
今回推計で
使用したデータ

４月 5月 6月 6月 6月

乳製品 1.60% ▲1.6％ 3.40% 9.80% ▲1.5％ 原材料出荷情報

肉加工品 2.10% 0.00% 3.10% 8.70% 0.10% 原材料出荷情報

酒類 ▲8.1％ ▲2.8％ 0.80% 3.90% ▲2.8％ 大手企業データ

清涼飲料類 ▲11.1％ ▲16.6％ ▲11.2％ ▲1.4％ ▲16.5％ 大手企業データ

飲食店 ▲62.1％ ▲56.8％ ▲32.5％ ▲33.8％ ▲59.7％ 業界データ

宿泊業 ▲75.4％ ▲80.3％ ▲63.2％ ▲57.5％ ▲78.0％ 観光庁データ等

道路旅客輸送 ▲55.2％ ▲59.6％ ▲40.2％ ▲39.4％ ▲57.0％ 国交省資料

航空輸送 ▲77.5％ ▲81.1％ ▲75.4％ ▲74.9％ ▲81.5％ 大手企業データ

鉄道輸送 ▲64.4％ ▲66.1％ ▲51.6％ ▲54.6％ ▲66.5 大手企業データ

（出所）  内閣府「2020年4-6月期1次QEの対応の結果について」統計委員会国民経済計算体系的整備部会QEタスクフォース資料、2020年10月23日。
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た。結果として、実績値としては減少となっている

2014年のGDPは増加していた可能性があることを

指摘している。

この論文をきっかけに、生産面と等しいとみなす

ことなく、分配面のGDPを推計する可能性につい

て検討が始まっている。2020年度には内閣府が「生

産・支出・分配の三面の整合性に関する研究会」を

発足させた。現状は「毎月勤労統計調査」（厚生労働省）

で得られる賃金と「労働力調査」（総務省）で得られる

雇用者数の掛け算などで算出されている賃金・俸給

を、税務統計など他の方法で推計することや、営業

余剰の推計方法などについて検討を行っているⅲ。

給与収入を把握できる
3つの税務データ
賃金・俸給の推計に用いる給与収入を把握できる

税務データは3種類ある。第1は、「統計年報」（国税

庁）の源泉所得税データである。給与所得、退職所得

の支払金額、源泉徴収税額が、官公庁とその他（すな

わち民間）別で示されⅳ、データは、全数調査により調

査、集計されている。

第2は、「民間給与実態統計調査」（国税庁）である。

民間の事業所における年間の給与の実態を、給与階

級別、事業所規模別、企業規模別等に明らかにする

ことを目的としている。所得税の有無を問わず、民

間の事業所に勤める給与所得者を対象としたサンプ

ル調査でⅴ、給与総額が把握できる3つのデータの中

では最も早く公表される。

第3は、「市町村税課税状況等の調」（総務省）である。

各年7月1日における全市町村の課税の状況等を集

計・編さんしたもので、企業が行っている年末調整

だけでなく、確定申告を反映して複数の企業から所

り、近年はむしろ「民間給与実態統計調査」の源泉徴

収税額の方が大きい（図表2）。「統計年報（源泉所得税）」

は、賃金・俸給の推計に使いにくい。

このため、藤原・小川（2016）では、「市町村税課税

状況等の調」を用いて納税義務者の給与収入を把握

する一方で、「民間給与実態統計調査」や「労働力調

査」（総務省）の情報を用いて、納税義務のない人の

給与収入を推計している。しかし、「市町村税課税

状況等の調」の公表が遅いことが、GDPの推計に用

いるうえで課題になる。第1次年次推計に間に合わ

ないためだ。また、「生産・支出・分配の三面の整合

性に関する研究会」では、「民間給与実態統計調査」

を用いた賃金・俸給の試算が示されているが、デメ

リットとして「暦年調査であり、四半期分割には別

の統計を用いる必要がある」（内閣府経済社会総合研究所、

2021）と指摘されている。

この点で、森信ほか（2021）が提言する「給与情報

を迅速かつ正確に把握する行政インフラの整備」は、

税務データによる賃金・俸給の推計にも役立つと考

えられる。「事業主は、給与が支払われる都度（リアル

タイム）、従業員1人ひとりの給与情報をその金額に

かかわらず1つの行政機関に報告する（ワンスオンリー、

包括的）」（森信ほか、2021）ことが提言されているためだ。

毎月報告が無理でも四半期単位での報告が実現すれ

国税庁ホームページに掲載されている統計情報は、

日本の税収動向などを調べるために用いられること

が一般的であろう。しかし、最近は税務データを経

済統計作成（推計）に用いようという試みも現れてい

る。経済活動を通じて得た賃金や利益の一部を税金

として納めていることを考えれば、ある意味当然の

ことでもあろう。本稿では、国内総生産（以下、GDP）

の推計を例に、税務データ活用の可能性と課題につ

いて論じてみたい。

分配面のGDPの独立推計とは何か

マクロ経済学の教科書に必ず出てくるGDPの三

面等価。一国経済の付加価値の大きさを示すGDP

は、生み出される過程（生産面、産出－中間投入）、分配

される過程（分配面）、消費や投資に使われる過程（支

出面）の三面で等しくなるというものだ。しかし、推

計に用いる各種データ（基礎統計）が異なるため、現

実のデータは必ずしも等しくはならない。実際、日

本のGDPでも生産面と支出面にはかい離がある（統

計上の不突合と呼ばれる）。一方、生産面と分配面は等

しいとみなして推計されている。分配面のGDPは、

給与などの総額（雇用者報酬）、企業の利益（営業余剰・

混合所得）、減価償却費（固定資本減耗）、間接税等（生産・

輸入品に課される税－補助金）で構成されるが、企業の

利益は生産面のGDPから他の3項目を差し引いた残

りとして算出される。

これに対し、分配面のGDPを直接推計すること

を試みたのが藤原・小川（2016）であるⅰ。税務統計を

用いて雇用者報酬の内訳である賃金・俸給ⅱを、法人

企業統計や税務統計を用いて営業余剰を推計し、他

の項目を積み上げることで分配面のGDPを算出し

得を得ている人については名寄せされている。給与

収入金額の階層別に、納税義務者数、給与収入額な

どが得られるが、個人住民税関連データなので、課

税対象は前年所得となっており、公表されるまで時

間がかかる。本稿執筆時点（2021年2月初旬）で、他の

2つの税務データは2019年までの実績値が公表され

ているが、「市町村税課税状況等の調」は2018年ま

でしか公表されていない。また、納税義務者以外の

給与収入額は含まれていない。　

現状の給与関連の
税務データが抱える課題
3つの税務データで把握する給与収入を比較した

のが図表1である。「統計年報（源泉所得税）」で示され

ている給与収入が他の2つのデータに比べて大きい

ことがわかる。「市町村税課税状況等の調」に比べて

40兆円から57兆円多い。「統計年報（源泉徴収税）」に

は納税義務者以外の給与収入が含まれているとして

も、かい離が大き過ぎる。納税義務者以外の給与収

入も含む「民間給与実態統計調査」と「統計年報（源泉

所得税）」の民間部門を比べても22兆円から33兆円多

くなっている。一方、「民間給与実態統計調査」と「統

計年報（源泉所得税）」の民間部門の源泉徴収税額を比

較すると、近年（2018、19年）を除いてほぼ同水準であ

経済統計推計における税務データ活用の可能性

分配面GDPの推計に生かすには
給与情報収集の迅速化など必要

検
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図表2 ●  統計によって異なる給与に関する源泉徴収税額

飯塚信夫 神奈川大学経済学部 教授／東京財団政策研究所 政策データラボ アドバイザー

図表1 ●  統計によって異なる給与収入

（出所）  「統計年報」（国税庁）、「市町村税課税状況等の調」（総務省）、「民間給与実態統計調査」（国
税庁）をもとに筆者作成。

（出所）「統計年報」（国税庁）、「民間給与実態統計調査」（国税庁）をもとに筆者作成。
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法人企業統計調査年報は6.1％でほぼ同じと考えて

良い。

図表5は、GDP統計における民間法人企業の「第

1次所得バランス＋法人企業の分配所得（支払）」と、

法人企業統計調査年報の経常利益を比較している。

2013～18年度の平均伸び率は法人企業統計調査年

報では5.5％であるのに対し、GDP統計では4.2％で

ある。2020年12月の基準改定反映前のGDP統計は

2.3％であった。両者のかい離はだいぶ縮まったもの

の、まだGDP統計の方が過小となっている。

おいて、GDP推計の基準年は2015年に変更されて

いる。図表中の給与収入（納税義務者）は、「市町村税

課税状況等の調」に掲載されている給与収入の実績

値である。賃金・俸給はこれを上回っているものの、

非納税義務者の給与収入の推計額も含めると、各年

で5.4～9.6兆円下回る。GDP統計の賃金・俸給には、

税務データでカバーしている現金給与等（現金給与、

役員報酬、議員歳費等）と雇用者ストックオプションの

ほかに、現物給与、給与住宅差額家賃も含まれてい

る。推計額より実績値が大きくなることが期待され

るが、逆になっている。

図表4は、法人企業統計調査年報における税引前

当期純利益と「会社標本調査」の法人所得を概念調

整した値を比較している。「会社標本調査」の法人所

得は、法人企業統計調査年報の税引前当期純利益よ

り少ない。これは、国内からの受取配当の益金不算

入額を加えなかったことが一因と考えられる。国内

からの受取配当の益金不算入額は、企業が子会社や

関連会社から受け取った配当金を課税所得に不算

入とすることができる制度であり、二重課税（子会

社、親会社の双方で法人税が課税される）の回避を目的と

した仕組みとなっている。星野（2018）はこのデータ

を利用して、法人企業統計調査年報の経常利益にお

いて二重計上が生じている可能性を示した。ただし、

2013～18年度の平均伸び率は、税務統計は6.6％、

ば、GDP速報時点から賃金・俸給の推計に活用でき

る可能性も出てくる。

企業収益を把握できる
税務データは無い
営業余剰・混合所得の推計に用いる企業収益を

税務データから把握することは、給与収入よりさら

にハードルが高い。企業関連の税務データとしては、

「統計年報」の法人税データと「会社標本調査」（国税

庁）があるが、ともに、申告所得金額や法人税額など

は示されているものの、企業の利益額そのものは掲

載されていないためだ。「統計年報」の法人税データ

は、法人税課税状況、法人数を全数調査により調査、

集計している。「会社標本調査」は、内国普通法人（休

業、清算中の法人並びに一般社団・財団法人及び特殊な法人

を除く）を対象とした標本調査である。

このため、藤原・小川（2016）では、「法人企業統計

調査年報」（財務省）の営業利益を用いて、GDPベース

に概念調整することで営業余剰を算出。この際、法

人企業統計が標本調査であることを踏まえ、法人企

業統計における税額と実際の法人税収のズレを用い

て営業利益を調整した。税務データを直接用いるの

ではなく、間接的に用いている。

飯塚（2019）では、①「法人企業統計調査年報」の税

引前当期純利益を、概念調整した「会社標本調査」の

法人所得ⅵ、②GDP統計の民間法人企業の「第1次所

得バランス＋法人企業の分配所得（支払）」と、「法人

企業統計」の経常利益を比較している。

一方、「生産・支出・分配の三面の整合性に関する

研究会」の資料（内閣府経済社会総合研究所、2021）に示

されているように、米国では最新年度以外の年度推

計において、歳入庁の税務データを基にGDPベー

スの営業余剰等を推計している。日本の法人税の申

告においても、「所得の金額に関する明細書」におい

て当期利益（欠損）の金額の記入を求めている。統計

表として公開しないまでも、GDP推計を行っている

内閣府の求めに応じて情報提供する余地はあるので

はないだろうか。

税務データから見た賃金・俸給と
利益とGDP統計の比較
最後に、最新データを利用して飯塚（2019）の結果

を1年延長することで、税務データを用いた賃金・

俸給の推計値などとGDP統計を比較してみよう。

図表3は、賃金・俸給の推計額とGDP統計の実績

値を比較したもので、藤原・小川（2016）の手法を用

いる。賃金・俸給の実績値は、2020年12月に公表

された2019年度年次推計である。この年次推計に
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注釈
ⅰ 雇用者報酬の推計部分は、Fujiwara and Ogawa（2018）として公刊さ
れている。

ⅱ 雇用者報酬は、賃金・俸給と雇主の社会負担に分けられる。後者は、年
金保険や健康保険などの事業主負担分である。

ⅲ 筆者もこの研究会のメンバーである。本稿では、統計委員会に報告さ
れた研究会の中間報告資料も用いる。

ⅳ 退職所得のデータは、雇主の社会負担に含まれる退職一時金の推計に
用いられている。

ⅴ 民間の事業所に勤務していても、全従業員に源泉所得税の納税がない
事業所の従業員や日雇いで働いている人は対象外となっている。

ⅵ 税務統計における法人所得は、企業の税引前当期純利益から、繰越欠
損金などを減算、交際費等の損金不算入額を加算して算出されてい
る。この過程を逆に行うことで、公表されている法人所得から、税引
前当期純利益を推定している。

飯塚信夫（いいづか・のぶお）●1963年東京都生まれ。1986年一橋
大学社会学部卒業、日本経済新聞社入社。編集局経済解説部記者、
日本経済研究センター主任研究員などを経て、2011年神奈川大学
経済学部准教授、2014年より現職。2004年千葉大学で修士（経済
学）取得。専門は日本経済論、経済予測論、経済統計。主な著書・論
文に『入門・日本経済（第6版）』（共編著、有斐閣、2020年）、「GDP速報改
定の特徴と、現行推計の課題について」（『日本経済研究』No.74、2017年）

など。
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図表3 ●  賃金・俸給の実績値と税務統計による推計額の比較 図表4 ●  税引前当期純利益の統計間比較

図表5 ●  “経常利益”の統計間比較

（出所）  給与収入（納税義務者）は総務省「市町村税課税状況等の調」、給与収入（非課税義務者）は
Fujiwara and Ogawa（2018）の考え方を用いて筆者推計。賃金・俸給は、内閣府「国民経済
計算年報」。

（出所）財務省「法人企業統計年報」、国税庁「会社標本調査」を基に筆者作成。
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（出所）財務省「法人企業統計年報」、内閣府「国民経済計算年次推計」を基に筆者作成。
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